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発達障がいを抱える家族への支援プロセスに関する一考察

I はじめに

八重鰹大府（岩手大学大学院人文社会科学研究科）

奥野雅子（岩手大学ノ＼文社会科学部）

近年、発達障がいへの支援について、関心が高まってきている。我がj誌では、平成 17(2005)

年に発達障害者支援法が施行された後、平成 27(2015）年には就労や学校教育に閲する内

'4J.を盛り込んだ改正案の検討が行われ始めた。大人の発達障がいへの注目も集まり、支援

に閲する提案が多数の文献によってなされている。また、 DSM(Diagnostic and Statistical 

Manual of Mental Disorders）が 2013年に 19年ぶりに改定され、 DSM-Nから DSM-5へ

の変更により、発達障がいが神経の発達による痕状とされたことは、発達障がいをとどのよ

うに捉えるかが再考された結果であったといえる。

発達障がいへの支援については、子どもとその家族lこ対寸ーる支援のあり方が注目されて

いる。発達障がいを抱えるうとどもは、乳幼児期において保護者や周囲からの子育ての

が示されることが多い。一方、学齢期になると親や周目tiだけでなく隙がいを抱える本ノJこ

とっても多くの困難が示される時期となる。発達障がし、を抱える児童・生徒は通常学級に

在籍していることが多いため、マ：校生活に対する遮応の難しさに直面している（高橋， 2000）。

発達障がし、は見た闘では判断することが難しいため、生活する中で困難が生じても開聞か

ら不適切または不卜分な対応を受けることがあり、発達障がい児は不全感や f~I 己肯定感の

低下などの二次陣容を引き起こしやすい。加えて、それらの不全感や自己肯定感の低下か

ら自傷行為や非行などといった、さらなる不i藍応的行動が発現するリスクもある。

発達賄容を抱える子どもへの支援は、まず、その子どもの家族メンバーが担うことにな

る。発達障がいの診断が難しい乳幼兜期から就学前の時期は、子どもは保護者ととも

j庄で過ごす時間が多いため、家庭における対応が子どもに大きな影響を及ぼすことになる。

また、専門機関や学校からの援助が得られるようになってからも、家族からの支援は発達

隙カ旬、児ー者の成長に欠かせないもので、あるため、家族は支援の担い手であり続けること

が求められる。 、発達諦がし、を抱える子どもに関わる家族は支援者であるだけではな

く、家族メンバー自身が他者からの支援を必要としている。つまり、家族メンバーこそが

発達障がいの被支援者として捉える視点が重要である 3 このように、発達障がし、を抱える

子どもの家族支援の必要性が着目されるようになった。しかし、このような家族のすべて

が、適切な時期に必要とする支援につながっているわけではないσ 実際、他者からの支援

につながることを凹避し、悶難な状況に陥る家族も存在する。

そこで、本稿では、発達障がいに関して障がし、を抱える本人やその家族への支援につい

て概観し、支援へのつなぎ方とそのプロセスについて理論的検討を加え、考察を行うこと

を目的とするつ
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II 発達障がいの家族

発議障がし、を抱える家族は様々な似lj而で課題を抱えている。まず、発達i俸がい児の親は

育兜をする中でより多くの葛藤がある。親が経験する育史には定型発達児の育児に比べて

湾定的働きかけを行うことの難しさが生じることが指摘され、そういった対応の悶難から

生じるストレスによって悶，親の養育スタイルが叱資傾向となり、育てにくさを認知するこ

とも示唆されている（中山・期間・松岡・谷・大西・辻井， 2012)0また、広汎性発達締がい

児をもっ母親は、子どもが学齢期になると学校生活全般において心理的な負担を感じるこ

とも報告されている（松岡・玉木・初凹・西池， 2013）。

一方、発達障がいを抱える家族の母親に比べて父親に閲する研究は少ないcその中でも、

1L1岡・中村（2008）は、高機能広汎性発達障害（HFPDD）における診断前の親の障がい認識に

ついて父親と母親の比較を行っている。その結果、母親は早い段階から子どもの鯖がいを

疑い、診断時における｜坊がい認識では肯定的・否定的両面感情をもつことが多いのに対し、

父親は他者から障がいについて指摘された際や診断時においても百定的感情のみを抱くこ

とが多いと報告されている。

発達障がい児のきょうだいについても特有の！問題が生起している。まず、親の関心は障

がし、を抱える子どもの方に偏るといった事態が起こる。きょうだいは、障がいを抱える子

どもに対する負の感情の抑制し、障がし、児を援助する役割を引き受けることになる（柳深，

2007）。また、きょうだいは隙がし、を抱える子どもと共に成長することによって精神的成長

が促進され、人絡や価値観の形成に肯定的な影響を受けるという側面も示されている（宮

内・ tYri織， 2014）り

このように、発達障がいの子どもを抱える家肢は、親が育児の過程で子Aどもの個性を深

く理解していくことや、 fi1~がしゅ己のきょうだいへの影饗についても，必ずしもネガティブ

な面だけがあるというわけではないc そこで、家族が多くの課題を解決するためにも、障

がい児と共に生活しているからこその符定的側面が引き出せるような家族支援が必要であ

ると考えられる。そして、そういった家族がどのように支援につながっていくの

な観点となる。しかし、発達障がいの症状はその状態によって判断し難いことも多く、 1歳

半健診や 3歳健診などでも診斯が｛！＇｛11定できないことが多い。また、発達障がし、の可能性を

指摘されたり、診i折:tiを告げられたとしても、そのことを保護者が受け入れることには困

難が伴う（山根， 2011）。このような状況になると、適切な支援に結びつかない場合もある。

したがって、発達障がいを抱える家族への支援に焦点を当てることは、家族がどのように

支援につながっていくことができるのかといった視点に立つことが鍵となるのではなし、か

と考えられる。つまり、発達障がいのヲこどもを支援するためには、家族と他者との関わり

がどのようなプロセスでなされるべきかを明らかにする必要があるc より多くの家族が支

援につながり、家族を支援する可能性を拡げることに大きな意義があるといえる。

III 発達支援

発達障がいを抱える家族を支援する必要性やその支援のつながりに関するプロセスの重

要性について述べてきた。本節では、発達支援を定義し、これまで行われてきた発達支援
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の内容について概観する。

1.発達支援の定義

宮閃（2005）は、発達支援について 3つの観点から定義している。一つ目！士、 i僚がいの軽減・

改善だけでなく、離がいのある子ども、またはその可能性がある子どもが地域で育っとき

に生じる係々な問題を解決していく努力のすべてである。狭義の発達支援とされている 3

二つ自は、詩がいのある子どもの育史への支援や子どもの発達の基盤である家庭生活への

支接である。つまり、家族支援である。三つ目；士、地域での育ちゃ暮らしと成人期の抜か

な生活の支援ができる地域の充実である。地域支援としてなされる。以下に、具体的な支

慢内容について概説し考察を行う。

2. 狭義の発達支援

狭義の発達支援は、結がいを抱える当 を対象にした支援である。それらは直接的、

あるいは間接的な支援としてなされる。具体的には、ソーシャルスキルトレーニング（Social

Skillsτ＇raining；以下SSTと略す）、学習支援や就労支慢などが代表的なものとして実捺に行

われている。

SSTは適切な社会的スキルを学習・獲得していくことを目隠す支慢の 1つである。半田

(2014）は発達障がいを抱える児童に対しセルフモニタリングを取り入れた SSTをJij~、て，

社会的相互作用を形成するために必要な社会的スキルを獲得する訓練を行っている。この

許可tu占の成果として、セルフモニタリングを用いることで SST場面で獲得された社会的スキ
ルが SST場面以外でも獲得・維持されること、またセルフモニタリングによる行動の強化

の他にも、保護者による強化を用いることで、セルフモニタリングによる訓練が終了して

も社会的スキルが維持されることを明らかにし

岩IE· 相~生・償山・室j:,\ij(2015）は、文字を読むことが困難であり、かっ、発達障がいの

を~する児童に対して学官支援を行っている。読みが悶難で、も安心して手助けが得

られる環境を整えること、自分の力で、読み、理解する達成J迭を得られるようにすることで

自発的な学習の促進や反抗・挑戦的な行動が消失したことが報告された。発達簡がし、を抱

える子どもは、周閣の子どもに比べて学習することが制難であり、それらのi本l~！(f:な状況を

うまく表現できないことが多い。そのため、不全感や自身への否定的な感·~Nが高まり、反

抗的・挑戦的な態度を取るといった一 発現することがある。二次陣容を防ぐため

には社会的なスキルを身に着けること、周聞の環境からの宵定的な働きかけが必要である。

このような SSTやや習支援は学齢期において多く行われる支援であるが、発達支援は成

人期にも行われている。山本・香美・小椋.jj二探（2013）（士、成人期の発達錆がし、者を対象に

SSTを用いた就労支援を行った。その結果、 SSTとシミュレーション誹棟を組み合わせる

ことで社会的スキルを効率的に形成することが出来ることを明らかにしている。社会的ス

キルを形成するための支援は成人期においても有効であり、乳幼妃期や学｛出~Wl もうこどもを

対象とした支慢として限定されるわけではないことが示唆されたと考えられる。

発達陪がい児・者を支援する場合、悶難が闘に付きやすい乳幼児期や学齢期だけではな

く、当事者がその後の生活に適応していくために、その後の発達段階にも者同した SST、
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学習支援や就労支援をより長期的な支援として行うことが必要である。このような長期的

な支援を実現すーるためには、当事者だけでなく、その家族を視野に入れて支援のあり方を

捉えることが求められるc

3.家h'?k支援

発達障がいを抱える子どもを効果的に支援するために、その家族をサポートすることは

必須である。発達障がし、を抱える子どもの家族は、乳幼児期からの子育ての困難さや障が

いの診断を望むかどうか、診断がなされた後の障がい受訴の難しさなど、様々な葛藤を抱

えている（安lf:I.後藤・加村， 2012）。発達障がし、は外見からはわかりにくいため、保護者は

育児の大変さを体験しながら子どもの成長とともに慌然とした不安を抱えることが考えら

れる。こうした感情が保護者によって保持されたままになると、他者に明確な援助を求め

るといった行動には至らない。このような状況に対して乳幼児健診で、関わる保健師や就学

前施設の養育者は、保護者の障がいへの「気づきJを促し、支援につなげようとするサボ

トを行っている（中山ら，2008；高矯， 2015）。また、保健削iや養育の専門家は発達障がし、を

抱える家族が支援につながり診断を受けた後も、保護者の隙がし、受容に閲するサポートを

提供できるの

家族支援には、家族を対象とした心理教育もある。谷（2013）は、アクセブタンス＆コミッ

トメント・セラピー（ACT）を用いた心理的支援を行い、家族への心理教育が家族の心理社会

的負担をi経減することを示唆している。また、子どもに対する適切な関わり方を獲得する

支慢として、ベアレント・トレーニングがあるの小暮・阿部・＊内（2007）は、集団によるベ

アレント・トレーニングを行い、その効果について検討しているc その結果、保護者が子

どもとの関わり方を学習し育児不安を軽減する効果があること、また、集団で行うことで

トレーニングへの参加維持のモチベーションが向上したことが報告された。

家族への支援は保護者のみが対象にされているわけではなく、発達隙がいを抱える子ど

ものきょうだいにおIしでもなされている。阿部・水野（2012）は、きょうだい児を対象に障が

い理解と関わり方に閲する教育的支援を行っている。このような教育的支援を行うことで

きょうだい児は、障がいを抱える子どもへの理解を深め、否定的な感情やストレスが低減

すること、また、績がし、に閲する問題の対処能力を高めることも示唆されている。

家族は子どもの発達111河川、そのものに鴎維を感じるのではなく、発達隙がいにより生じ

る子どもの行動への対処の仕方がわからないことで悶難を感じるのである。したがって、

適切で、有効な対処を遂行できるような心理的支援や教育的支援に、家族がどのようにつな

がっていくかが重要で、あると：考えられる。

さらに、専門家からの支援ではなく、同忘からの支援の提供も受けることができる。そ

れは、発達障がいの「親の会Iという形で存在する。親の会；土、同様の隙がいの子どもを

もっ親の自助グループとしての機能がある。岨家（2014）は、親の会のメリットとして、結が

いに関する知識の哨）J[Iを挙げている。また、仲間がいることで子ども理解が進むこと、親

の会そのものが親の居場所となり、心理的安定をもたらすことが述べられている。家族支

匿には、専門的立場にいる支援者からだけでなく、当事者家族同忘で行うことで、その支

援のつながりは広いものになると考えられる。
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4.地域支援

障がいをもっ当事者の支煙、その家族の支援、さらに、家族が暮らす地域を支援すると

いうように、支-1')1の捉え方は拡大してし、く。地域支援には、専門機関の問で、の連携や関係

構築を行うことや環境調整があるといえる。発達障がし、を抱える家族の活動の場は、その

T－どもの発達段階に応じて変化していくため、その変化の1:pで支援していくためには当

者家族と支援者の関係を構築するだけではなく、支援者同士の連携が必要である。それに

よって家族が暮らす環境を整えることができると考えられる。

Bit境を調整する支援には、まず、小学校入学のi践に靖報伝達をスムーズにするために行

われる就学前後の移行支援がある。赤塚（2013）は、保育所と保護者、小学校の聞にマネジメ

ント役を設定し、就学前の移行支援を実施した。マネジメント役を置くことで各機関の役

割が明確になり、保護者の要望や保育所の清報が明確に伝えられ、小学校入学直後から

体的な支援が可能になることが示された。

また、浜谷（2006）は、特別支援学級に通級する発注隙がい児について巡回相談をmし、た教
育実践を行い、その支援モデルを提示した。 j~間相談では、発達障がいを抱える子どもの

詳細なアセスメントを行い、それを担任教師に了解に説明する。それによって教師の障が

い理解が促進され、指導内容や方法を効果的に改詩することができる。この段階は第 1次

支援と呼ばれる。第 1次支援が継続して行われることで、関係者間の共通理解が進み、教

職員・保謎者の協力問係や外部の専門機関との連携が形成される。よって、これは第 2次

支援とされた。さらに、第 2次支援が定持することで担任は心理的に安定し、意欲的な実

践を行うことが可能となる。この状況は第 3次支援とされ、段階的に支援が進むことが示

されている（浜谷， 2006）。

このように、 i也j或支援｛士、特に、発達障がいの学齢期の子どもを対象にして行われてい

るといえる。一方、青年期や成人持！の発達障がし、者；こ対しては、就労支援として行われて

いるο 際がし、者が就労できる環境を整え、就労機関との関係構築が重要になる 3 発達障が

いを抱える当事者が成長していくにつれて新しいニーズが現れるため、それらのニーズに

対応するためには、 1つに専門機関だけで支援を行うのではなく、様々な機関が連携して支

援していける環境を整倣する必要があると考えられる。

N 支援のプロセス

発注文援には，本人への支援を指す狭義の発注支援、家族支援、地域支援があることを

述べたが、本節で｛士、それらの支援を効果的に行うためのプロセスについて概説する。

1.気づきと早期支援

まず、効果的な支援を考える上で「早期発見jや「早期支媛」といった発達障害者支援

法にも記載されている視点が重要となる。早期l発見には、発達障がし、を抱える子どもの保

護者による障がし、への「気づきJだけではなく、保健嗣iや就学前施設の養育者などによる

発見や保護者の「気づきJを促すことも含まれる。また、専門機関への接続などの要素も

あり、早期支援へ子どもや保護者をつなげる役割がある。保健師のような専門的立場だけ

ではなく、就学前施設の養育的立場から早期発見の役割を担うことも多い。しかし、渡辺・
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問中（2014）は就学前施設の養育者が早期発見の役割を担う際に困難があることを明らかに

した。養育者は子どもとの関わりの中で気になる子どもを発見し何らかの問題を認識した

としても、障がし、によるものか否かの専門的な判断が難しい。また、保護者の l気づき」

を促す際にうまく説明できず、説明しでも拒否的な反応をされることで保護者との関係が

悪化することなども経験している（渡辺・問中， 2014)0 このような養育者の葛藤について、

肉情（2015）は就学前施設の養育者が保護者対応の役割を分担し、地域の専門機関と連携した

支援を行うことで支援につなぐことが促されると示唆している。このように早期発見には

単純に障がいを綻い、指摘するだけにとどまらず、つなぐ支援という要素がある。

ところで、早期支援には、乳幼児期から子どもを支慢することで今後の成長をより促し

やすくするという役割がある。石Jfl(2005）は早期支援のメリットとして、日常生活に即した
多傑な取りHiみが行いやすく、子ども.t長助者両方に動機づけしやすいこと、幼児期

育者に依存した生活スタイルで、あることから親子関係が悪化することがないことを挙げて

し、る。また、 lfl.Wl支援は乳幼先期に限られたものではなく、自己理解を促し将来の社会参

加の可能性を広げ、情緒而や行動面の二次的な問題を予防することも報告されている（稲

田・神尾， 2012）。このように、半期支援は特定の発達段階のみに焦点を当てた支援ではな

く、将来を見据えた継続的な支援の始点となるといえる。

以上のように、早期発見と早期支援について述べたが、それぞれ異なる目的が考えられ

る。早期発見は障がし、に気づくことで問阪の援助者や専門機関につなぐことである。早期l

支援は対象者へ具体的な支援を行うことであり、それが次の段階の支暖へとつながってい

く。発達障がいの支援は長期的に行われるものであり、支援を受ける本人や家族の発達段

階を考慮した段階的な支暖が望まれる。支援者がある特定の支援を継続的に行うだけでは

不十分であり、支援の対象者がどのような支援を望んでいるのかを考えるのはもちろんの

こと、その先の支援にまで闘を向けることで長期的な支援が可能になると考えられる。し

たがって、早期発見・早期支隠は、長期的支援の始Jえとなるものである。家!J3'：や1討l四の養

育者による「気づき」から援助者や相談機関につなぎ、つながった援助者・相談機関から

次の支援へとノえトンを渡していくことが求められる。支援をつないでいくという促え方は

早期支援にのみ存在するものではなく、発達支援を考える上で常に考慮されなければなら

ない観点であると考える。

2.支援者による支援へつなぐサポート

発達障がいのつなぐ支援において重要な役割を担っているのは、就学前胞設で子どもと

接してし、る養育者、主に市町村で乳幼児健診を実施する保健師、日常生活を共に過ごしょ子

どもを育てる保護者である。支援者におけるつなぐ支援のあり方は、支援者の職種や地域

の支援体制に関わらず、共通する部分が多い。高橋（2015）によれば、就学前施設の養育者は

子どもと保護者ーとのラボールを構築した後に保護者へ子どもの障がいへの「気づきjの促

しを行い、療育機関へつなぐ働きをしている。その後も、療育機関と連携して発達支援や

就学支援を行い、保護者と子どもをノト学校に引き継ぐ役割も果たしている（高橋， 2015)0

保健師は米熟児・新生児訪問や乳幼児健診などの機会から保護者や子どもと接すること

が多く、発達支援の重要な担い手となっている。しかし，中島（2014）は、乳幼兜健診は地域

戸
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によって実施方法が異なるとし、行政の財政上の都合などから療育サービスが不足し、健

診スタッフが発達障がいの兆候を見落としてしまうこともあり、保育闘・療育施設などの

他機関との連携不足を問題として指摘している。また、子どもが正常な発達から逸脱して

いるかもしれないという保護者の不安を健診スタップがフォ口一し、支援へつなげやすい

状態を作る必要性も示されている（中島 2014）ハー方、中山・爾藤・牛込（2008）は保健師の

支慢についてカテゴリー分けし、支怪の必要性を見極める支援、継続的な支援、保護者と

問題を共有し診断につなぐ支援があることを明らかにしている。そのプロセスl士、まず保

17£師は支援の必要性があると特i析した際、保護者との信頼関係を築きながら初期療脊の教

室への参加を勧める。次に保護者に子どもの成長発注：の「気づきj を促し、医師の診断に

つなぐといった継続的な支援を行う。さらに、診断後は保護者の障がし、受容を支えながら，

同じ障がいをもっ子どもの保護者と話せる機会を作っている（中山ら， 2008）。これらの支援

は支援を行う場面や支援者の専門性｛士異なるが、保護者と関係を作りながら績がいへの「気

づき Jを促す点や支援と支慢の聞をつなぐ役割をするという点で共通している。したがっ

て、つなぐ支慢を行う場合には家族と支援者をつなぐこと、そして支障から支援へつなぐ

予との 2つの要素が存在すると考えられる。

3. 当事者家族が支援を捉えるプロセス

これまで支援プロセスについて支援者による視点から述べてきたが、隙がし、を抱える当

事者家肢が陪がいへの「気づきJや開聞からの支肢をどのように捉えているかを理解する

必要がある。秋山・堀口（2007）は，発達隙がいを抱える子どもの保護者の「気づきjは子ど

もの各発i主段階で生じ、障がいの種類によっては時期が異なることを報告している。この

「気づき」は周囲から促されたものと自ら得たものの両方があるが、 1歳半・健診で保護者が

その「気づきJを持ちながら健診を通過すると次の健診まで保護者aの心配や不安は持ち越

されることになる。また、保護者；こ障がし、；こ閲する「気づき」があったとしても発達障が

いなどに関する専門的知識を有していないため、自ら専P号機悶＂＂行くことに抵抗を J謀じる

ことがニ了

占方、各発遥段i借で、得られる「気づき」；こよつて、発達怖がいを抱える家族；土俵々なニ

ーズを持つようになることが考えられる。山本・ －仲間（2015）は、子どもの発達段階ご

とに保護者の不安や悩みの部類が培えることを指摘しているc 加えて、｜僚がいの診斯を受

けた時期によって子どもを対象とした支援のあり方が異なるため、専門的なサポートを求

める機i羽にもさまざまな選択肢が存在することになるといえるc

v 発達支援の連続性と段階
発達支援につなぎ、その支援が連続的になされることを目指す場合、支援者側からは保

護者の「気づきj を促し、各機関問士が連携して支援を紡いでし、く重要性について述べて

きた。一方、発達障がし、を抱える当事者家族側からは各発達段階で「気づき」があり、そ

れによって支援のニーズが変化していくことも示した。より適切な支援を実現するために

は、当事者家族の「気づき」を促しつつ、子どもの各発達段階で、のニーズとその時の家族

のニーズを敏感に捉え、支J震から支援へつないでいく段階に着目する必要がある。
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1.内容とその連続性

発達支援には様々な対象や関わり方があることは前述した。発達障がし、を抱える本人に

は、 SSTや就労支援など社会的スキルを挫得するための支援や生活する環境を整えること

での心理的な安定を支える支援が行われている。本人による社会的スキルの獲得は自身が

主体的に生きていくJニで、必須て、ある。また、社会的スキルの獲得をよりスムーズ；こするた

めに、環境を整えながら発達障がいを抱える本人に訂定的に関わっていくことも重要であ

ると考える。その理由として、発達障がいを抱えると社会性の困難やそれによる問題から

を受けやすく、陣がし、を抱える本ノ＼は不全感や自己肯定感の低下を引き起こしやすい

からである。さらに反抗的・挑戦的な態度などを伴う二次賄容が生じるリスクがあること

も挙げられる。社会的スキルの獲得は、発達障がい児者自身が間難に対処できるようにな

ることが、自分が鴎難な状況にいることを周囲に伝えサポートを得ることにつながるの周

囲が肯定的に関わってくれる環境を整え、獲得した校会的スキルを活用することによって、

それらのスキルが定着し、発達がより促されるようになると考えられる。

環境を整えるような問聞からのサポートを提供する際、家族l土木人を支援する支援者と

しての役割が非常に大きいが、家版自体も様々な葛藤を抱えている（柳津，2007；松岡，2013）。

したがって、怖がいを抱える本人を支援するためには、その家族を支援し安定した家臨環

境を保つ必要がある。家族への支援は績がいを抱える本人に対する間接的支援になると今

えられる。具体的には、ベアレント・トレーニングや障がし、理解などの心理教育を受け、

本人との適切な関わりを身に者けるようになる。このような教育的支援は家族に支援者と

しての能力を促進させるだけではなく、発達蹄がいにより生じる傑々な陪題に対処できる

ようになることで情緒的な安定ももたらすことになる（小暮， 2007；菅野， 2013）。また、保

健削lや就学白1J施設の養育者ーによる支岐につなげる働きや保護者の障がい受容を支えるサポ

ートは、発注障がいを抱える家族の心理的支援を担い、環境づくりに貢献していると考え

られるc

さらに、輸がし、を抱える本人の継続的な成長・発達を目指すi採には、本人や家族だけを

支援することに加え、その家族が生活する地域の支援体制を充実させる地域支援が必要で

あると考えられる。地域支援については移行支援や学校における教育実践（浜谷， 2006）がな

されているが、それらの支援自体が地域環境に対する支控になると何時に、 1呆護者の心理

的安定や発達隙がし、！日者への効果的な支慢につながっていることが示されている。発達支

援には、狭義の発達支援ー家政支援・地域支援という 3つの観点が対象のiまいによって打

ち出されているが（宮間， 2005）、それぞれの支摂は独立しているものではなく、互いの述

携によって支援の効果が向上することが推察される。

2.支援の段階

それぞれの発達支援が相互関係的に働くことを述べてきたが、発達支援は支援の開始か

ら様々な段階を経て、日ljの支援へとつながっていく一連の「流れJであると捉えることを

試みてみたい。

まず支援が開始される誌に、何らかの支慢の必要性が認知されるという最初の段階があ
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ると考えられるc それは周聞の人々が、子どもが発達障がいを抱える可能性に「気づく」

というものである。「気づきJは支援の必要性を考えるとで重要なものであり、保護者が「気

づき」を持つことで支援につながるきっかけを導くことになる。一方、保護者に「気づき」

がない場合は、周囲からの「気づき」の促しがなされる（中山，2008；渡辺， 2014；高橋， 2015)0

f気づきJを促す過程は保護者との関係づくりから始まる。関係をつくりつつ保護者の心

配している部分に焦点を当て、子育て教室長：などの参加を勧め、子どもの観察と間接的な問

題への雷及によって「気づき」を促してし、く。税凹（2012）は，この「気づきjを促す段階を

一次支慢と呼び、支援者と保護者との信頼形成を通して、次のステップへのスムーズな移

行を支える期間としている。支居者はこの段階において診断が必要と感じる場合、保護者

と！？司題意識を共有して医師の診断につなげる支援を行う。そこで、問時に子育て教窓など

の支援からより専門的な支援への移行が進められるが、この段階は二次支援と呼ばれてい

る。二次支控の段階で発注｜俸がいの診断がなされた場合、周囲の支援者は保護者に対して

障がし、受容をサポートする支援を行う。保護者の隙がし、受容を支えることは、保護者の心

理的な安定をもたらし、適切な子どもとの関わりを促すと考えられるため、長期的支援を

行っていくためにも重要な介入であると考えられる 3 その後、就学移行支援や学齢期にお

ける生活・学習支援、成人期における就労支援など発達時がいを抱える本人の成長・発達

において様々な支援がつながっていくと考えられる。

3.支援につなぐ支援

支援には，本人や家族、環境のように対象がある支援と、支援につなげるための支援が

存在すると考えられる。支援をつなげるための支援には、「気づき」を促す支援、診断につ

なぐ支援や新しい支援に導くといったものがある。具体的には，中山ら（2008）が挙げたよう

な「支援の必要性を見極める支援」「継続的な支援j 「保護者と開題を共有し診断につなぐ

支援！などが挙げられ、日IJの支援へつなげる働きをもっG 支援へつなげるための支援とサ

ポートするための対象を有する支債は、一連の支援の流れのなかで交互になされるもので

あると考えられる。支援をこのように抱えていくことは、支慢が始まるまでの段階や支援

と支接の間にある段階に着目し、支援者がどのような働きかけを行うことが有効な援助に

なるのかを明確にすることができるのではなし、かと考えるσ

百今後の課題

発達障がいへの支援は当事者家族の発達に伴って継続的な一連の流れがあり、支援の始

まりから次の段階の支援へとつないでいくものであると考えられる3 しかし、この支援の

つながりは支援者からの働きかけの視点から論じられてきたものであり、発達障がし、を抱

える家族の視点から様々な支援にたどり着くまでにどのような働きがあったのかについて

は十分に検討されているとはいえない。当事者がどのように初めての支援を得て、それら

を継続してきたかを明らかにすることは、当事者家族に対する長期的な支援を行ううえで

重要となるポイントになるといえる。今後は、発達障がいを抱える家族が当事者の発達に

合わせて、どのように支援をつないできたかを包括的に検討することが求められるだろう。
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